


































 

 

 

 

 

 

 

 

3 調査結果の分析 
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3 調査結果の分析 

3-1 分析の流れ 

令和２年度分譲マンション実態調査によって得られた調査結果について、以下の分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理組合 

アンケート 

居住者 

アンケート 

調査件数 1,5 9 1 棟 5 ,0 16 戸 

提出件数 8 9 4 棟 1,17 9 戸 

提出率 5 6 .1％ 2 3 .5 ％ 

 ●管理組合アンケートの主な内容 

・建物の状況（築年、規模、構造、戸数等） 

・管理状況（管理組合、総会・役員会、規約等） 

・バリ アフリ ーへの取組 

・計画修繕 

・耐震診断、耐震改修、建替えの取組 

・防災対策の取組 

・地域コミ ュニティ（自治組織、町会加入） 

●東京都マンション管理条例（令和２年４月施行） 

・昭和５８年１２月３１日以前に建設されたマンションについて、管理状況届出書の提出を義務付け 

→管理状況届出内容についても分析に利用 

件数一覧 

 

国土交通省「マンション政策の現状と課題（令和元年）」  

●適正な維持管理が行われず外部不経済を生じるマンションの発生（分析の視点４） 

●高経年マンションストックの増加（分析の視点４） 

●マンションの大規模化（分析の視点１、２、４） 

●流通対象となる既存マンションストックが増加（分析の視点５） 

●新耐震マンションの高経年化（分析の視点１） 

港区住宅基本計画 

[第４次] 

（令和元年） 

アンケート調査  

・良質な住宅ストックと安全・安心な住宅・住環境の形成 

→建物の耐震性、防災力の向上、マンションの適正な維持管理とその向上 

・高齢者・障害者が住み慣れた地域に住み続けられる住宅・住環境の充実 

→住まいのバリ アフリ ー化の促進と普及・啓発 

・快適で潤いのある住環境の形成と地域共生社会の実現に向けた取組 

→地域コニュニティ活動への参加促進 

分析の着眼点 

分析の視点１ 

耐震化 

の 

状況把握 

分析の視点３ 

防災活動

の 

状況把握 

分析の視点４ 

適正管理 

の 

状況把握 

分析の視点５ 

図書等の 

適正管理

の状況把握 

分析の視点６ 

防犯対策

の 

状況把握 

分析の視点７ 

バリ アフリ

ー化の 

状況把握 

分析の視点 8  

コミ ュニテ

ィ形成の 

状況把握 

上記について、平成２７年分譲マンション実態調査結果との比較による分析を行う  

分析の視点２ 

建替え 

の 

状況把握 

分析の視点 
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3-2 分析の視点ごとの主な分析結果（概要） 
分析の視点ごとの令和２年度の分析結果及び平成２７年度との比較結果の概要は、以下のとおり である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【まとめ】旧耐震マンションの耐震化について、耐震診断実施済のマンションは 4 2 .3 ％、耐震改修工事実施済

のマンションは 15 .4 ％となっており 、耐震化が進んでいない。 

⑴旧耐震マンションの耐震診断調査状況 

①耐震診断調査を「実施したことがある」マンショ ンは、14 1 件（4 2 .3 ％） 

②耐震診断調査を実施しない理由として「工事費用がない」「診断費用がない」で９４．２％を占める 

③耐震診断調査を実施しているマンショ ンは、１４７件（平成２７年度）から１４１件（令和２年度）となり 大きな変

化なし 

⑵旧耐震マンションの耐震改修工事状況 

①耐震改修工事を「実施したことがある」マンショ ンは、４８件（15 .4 ％） 

②耐震改修工事を実施しない理由として「工事費用がない」「改修の関心度が低い」で９１．６％を占める 

③耐震改修工事を実施したマンションは、４４件（平成２７年度）から４８件（令和２年度）となり増加 

【まとめ】旧耐震マンションで建替えを検討しないマンションが１２．６％あり、建替え等の検討が進んでいない。 

⑴旧耐震マンションの建替えへの取組 

①建替えを「現在検討中」「今後検討する予定」との回答は、８６件（2 6 .9 ％） 

②建替えを「当面は改修工事で対応」「検討の必要なし」との回答は、２１５件（6 7 .2 ％） 

③建替えを「検討予定なし」は、4 7 .2 ％（平成２７年度）から 14 .4 ％（令和２年度）となり 大幅に減少 

④耐震診断調査を実施し、「耐震性がない」と判断されたマンションで建替えを「現在検討中」「今後検討する 

予定」との回答は、３５件（3 6 .8 ％） 

⑤耐震診断調査を実施し、「耐震性がない」と判断されたマンションで建替えを「検討の必要なし」との回答 

は、１２件（１２．６％） 

⑵建替え検討の問題点 

①「区分所有者との合意形成が困難」は１３３件（４６．９％）、「進め方がわからない」が４２件（１５．５％） 

【まとめ】防災組織や防災訓練の実施件数は、平成２７年度から令和２年度にかけて減少傾向にある。 

⑴防災組織の有無 

①防災組織がないマンションは、７５０件（8 8 .9 ％） 

②防災組織があるマンションは、12 .7 ％（平成２７年度）から１１．１％（令和２年度）となり減少 

⑵防災マニュアルの有無 

①防災マニュアルがないマンションは、６５０件（7 8 .9 ％） 

②防災マニュアルの作成率は、16 .9 ％（平成２７年度）から 2 1.1％（令和２年度）となり 増加 

⑶防災訓練の実施状況 

①防災訓練を実施していないマンションは、６２２件（７4 .9 ％） 

②防災訓練の実施率は、3 0 .2 ％（平成２７年度）から 2 5 .1％（令和２年度）となり 減少 

⑷高層マンション（６階建て以上かつ２０戸以上のマンション）における取組 

①「防災組織あり」が 8 4 件（15 .4 ％）、「防災マニュアルあり 」が 12 9 件（2 4 .4 ％） 

②防災組織の設置率は、１７．１％（平成２７年度）から１５．４％（令和２年度）となり 減少 

③防災マニュアルの作成率は、１９．５％（平成２７年度）から２４．４％（令和２年度）となり 増加 

⑸エレベーターの安全対策 

①戸開走行保護装置が「あり 」３５７件（4 2 .4 ％） 

②戸開走行保護装置の設置率は、3 2 .1％（平成２７年度）から 4 2 .4 ％（令和２年度）となり増加 

２ 建替えの状況把握 （P .12 1～12 6 、２11～2 12 ） 

３ 防災活動の状況把握 （P .１２7 ～14 2 、２１3 ～2 18 ） 

１ 耐震化の状況把握 （P.10 8 ～12 0 、２０6 ～２10 ） 

【まとめ】・管理不全マンション（管理規約無し 1５件（1.７％）等）は少数である。 

・５年程度ごとの劣化診断や長期修繕計画の見直しやの取組が不十分なマンションが多数ある。 

 

４ 適正管理の状況把握 （P .3 9 ～8 4 、9 1～10 7 、２19 ～2 2 6 ） 
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【まとめ】ハード面での防犯対策は充実している。 

⑴防犯カメラの有無 

防犯カメラがあるマンションは、７６２件（9 0 .9 ％）と設置率が高い 

⑵オートロックの有無 

オートロックがあるマンションは、６３１件（7 5 .3 ％）と設置率が高い 

・マンション管理組合では、「管理組合の役員になってくれない（3 3 .2 ％）」「管理について無関心（２ 

５．２％）」等運営にあたり様々な課題を抱えている。 

⑴管理不全マンションの状況 

①「管理組合がない」マンションは１５件（１．７％）、「管理規約がない」マンションは１２件（１．４％）等管理不全

のマンションは限定的 

⑵劣化診断実施状況 

①「建物劣化診断を実施していない」マンションは、3 3 5 件（3 9 .9 ％） 

②劣化診断の実施率は、４２．４％（平成２７年度）から４０．７％（令和２年度）にかけて減少 

⑶長期修繕計画作成状況 

①長期修繕計画が「ない」マンションは、12 2 件（14 .4 ％） 

②長期修繕計画の「ない」マンションは、１７．０％（平成２７年度）から１４．４％（令和２年度）となり 減少 

⑷長期修繕計画見直し状況 

①竣工後５年を経過したマンションのう ち、長期修繕計画を「見直しをしていない」マンションは、１８８件 

（3 2 .3 ％） 

⑸大規模修繕実施状況 

①「大規模修繕を実施したことがない」マンションは、２００件（2 3 .5 ％） 

②「大規模修繕を実施したことがない」と回答したマンションは、２１～４０戸の小規模なものが多い 

③「大規模修繕を実施したことがない」マンションは、３０．９％（平成２７年度）から２３．５％（令和２年度）となり

減少 

⑹管理上の課題 

管理組合では、平成２７年度及び令和２年度ともに「管理組合の役員になってくれない」「管理について無関 

心」等、管理組合運営にあたり 課題がある 

【まとめ】大多数のマンションで適切に図書が保管している。 

⑴修繕履歴関係書類の有無 

修繕履歴関係書類があるマンションは、８２８件（９５．９％）と高い 

⑵設計図書等の保管の有無 

設計図書等があるマンションは、８１０件（９３．５％）と高い 

５ 図書等の適正管理の状況把握 （P .7 2 ～7 9 、8 7 ～9 0 、2 2 7 ～2 3 0 ） 

【まとめ】入口に段差があるマンションが４９．５％となり 、バリ アフリ ー化が進んでいない。 

⑴共用部分のバリ アフリ ー 

①「入口に段差がある」と回答したマンションは、３００件（４９．５％）と半数近くを占める 

②「入口に段差がある」と回答したマンションは、５６．５％ ( 平成２７年度) から４９．５％（令和２年度）となり 減少 

７ バリ アフリ ー化の状況把握 （P .8 5 ～8 6 、2 3 3 ～2 3 4 ） 

【まとめ】マンション単体での自治組織の組成及びマンションが立地する地域の自治組織への加入のいずれも

減少していることから周知、啓発を行う 必要がある。 

⑴マンションの自治組織の有無 

①マンションの自治組織があるマンションは、７９件（9 .3 ％） 

②自治組織があるマンションは、１０．９％ ( 平成２７年度) から９．３％（令和２年度）となり減少 

⑵マンションの町会への加入 

①地域の町会に加入していないマンションは、２７０件（３１．９％） 

②地域の町会加入率は、３１．８％（平成２７年度）から３１．９％（令和２年度）となり 変化なし 

８ コミ ュニティ形成の状況把握 （P .14 3 ～14 6 、２３5 ～2 3 6 ） 

６ 防災対策の状況把握 （P .3 0 、2 3 1～2 3 2 ） 
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42.3%

41.3%

57.7%

53.1% 5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年 旧耐震

平成27年 旧耐震

ある

ない

わからない

3-3 平成２７年度及び令和２年度調査結果の比較 

平成２７年度及び令和２年度の分譲マンション実態調査の結果を比較し、分析の視点ごとに分析を行った。 

 分析の視点 1 ： 耐震化の状況把握                      

・ 旧耐震マンションの状況 

令和 2 年 港区マンションデータベース 

竣工年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 耐震化の状況① 

耐震診断調査実施有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.0% 64.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

旧耐震 新耐震

全

体

有

効

数

旧

耐

震

新

耐

震

不

明

全体 1591 1478 532 946 113
- 100.0% 36.0% 64.0% -

令和 2 年 

問27

合

計

有

効

回

答

実

施

し

た

　
↓

耐

震

性

有

実

施

し

た

　
↓

耐

震

性

無

実

施

し

て

い

な

い

無

効

回

答

無

回

答

旧耐震 347 333 44 97 192 2 12

- 100.0% 13.2% 29.1% 57.7% - -

N=1591 n=1478 

平成 2 7 年 令和 2 年 

N=936 n=913 

N=894 のう ち 347 

n=333 

問23　耐震診断調査実施

旧新耐震別

の有無 全

体

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

者

全体 936 913 913 169 687 57 23
- 100.0% - 18.5% 75.2% 6.2% -

旧耐震 365 356 356 147 189 20 9
- 100.0% - 41.3% 53.1% 5.6% -

新耐震 528 515 515 18 468 29 13
- 100.0% - 3.5% 90.9% 5.6% -

無回答者 43 42 42 4 30 8 1
- 100.0% - 9.5% 71.4% 19.0% -

14 1 

・令和 2 年データベース上、港区の旧耐震マンションの棟数は 5 3 2 棟 

で港区全体の 3 6 .0 ％である。 

※新耐震基準が施行された昭和 5 6 年（19 8 1 年）は、旧・新耐震マ 

ンションが混在しているため、旧耐震マンションの基準は以下の通 

りとする。 

・昭和 5 5 年（19 8 ０年）以前のマンションを旧耐震とする。 

・昭和 5 6 年（１９８１年）に新築されたマンションについては、アンケート 

で「旧耐震」と回答あった５件は新耐震、その他は旧耐震とする。 

【港区マンションデータベース】 

・令和 2 年度に実施した実態調査では、1,5 9 1 棟の分譲マンションを 

対象に実施した。 

・これは過去の実態調査から、新築データ、取り 壊しデータ、東京都管 

理条例データベースなどを基に作成した港区の分譲マンション全リ  

ストである。これを本分析資料では「港区マンションデータベース」と 

呼ぶ。 

（参考資料） 

旧耐震で「耐震改修工事を実施していない」マンションは、 

令和 2 年度（9 0 .6 ％）、平成 2 7 年度（8 9 .1％）ともに麻 

布地区が最も多い。 

（※令和 2 年度管理組合アンケート問 2 7 ～3 4 は「旧耐震」と回答したマンションのみ回答） 

・令和 2 年度調査では耐震診断調査を「実施したことがある」マンショ ンは 14 1 件（4 2 .3 ％）、 

「実施していない」マンションは 19 2 件（5 7 .7 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では旧耐震マンションで耐震診断調査を「実施したことがある」マンションは 

14 7 件（4 1.3 ％）、「実施していない」マンションは 18 9 件（5 3 .1％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて耐震診断調査を実施しているマンション数はほとんど変化 

していない。 
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・ 耐震化の状況② 

耐震診断調査の検討について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 耐震化の状況③ 

耐震診断調査を実施しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問28-1.2

合
計

有
効

回

答

者

有
効

回

答

数

工
事

費
用

が
な

い

診
断

費
用

が
な

い

診
断

の

関

心

度

が

低
い

高
齢

化

で

関

心

度

が
低

い

賃
貸

で
関

心
度

が

低
い

資
産

価
値

が
下

が

る
可

能

性

が

あ

る

実
施

方

法

が

わ

か

ら
な

い

取
り

ま
と

め
る

人

が
い

な
い

合
意

形
成

が
難

し

い 相
談

で

き

る
専

門

家
不

足

そ
の

他

無
回

答

者

検討したが合意 71 70 127 40 26 15 5 9 19 1 - - - 12 1

形成に至らず - 100.0% - 57.1% 37.1% 21.4% 7.1% 12.9% 27.1% 1.4% - - - 17.1% -

検討していない 83 68 113 36 21 17 4 7 - 1 3 9 2 13 15

- 100.0% - 52.9% 30.9% 25.0% 5.9% 10.3% - 1.5% 4.4% 13.2% 2.9% 19.1% -

問28

合

計

有

効

回

答

検

討

し

た

が

合

意

形

成

に

至

ら

ず

検

討

し

て

い

な

い

そ

の

他

無

効

回

答

無

回

答

旧耐震 192 160 71 83 6 9 23

- 100.0% 44.4% 51.9% 3.8% - -

44.4% 51.9% 3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

検討したが合意形成に至らず 検討していない その他

・令和 2 年度調査では耐震診断調査を実施しない理由として「工事費用がない」 

が「合意形成に至らなかった」・「検討していない」マンショ ンともに最も多い。 

令和 2 年 

N=894 のう ち 192 

n=160 

令和 2 年 

57.1%

37.1%

27.1%

21.4%

12.9%

7.1%

1.4%

17.1%

52.9%

30.9%

25.0%

13.2%

10.3%

5.9%

4.4%

2.9%

1.5%

19.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

工事費用がない

診断費用がない

資産価値が下がる可能性がある

診断の関心度が低い

合意形成が難しい

賃貸で関心度が低い

高齢化で関心度が低い

取りまとめる人がいない

相談できる専門家不足

実施方法がわからない

その他

検討したが合意形成に至らず

検討していない

N=894 のう ち 154 

n=138 

（※令和 2 年度管理組合アンケートのみの設問） 

・令和 2 年度調査では耐震診断調査を実施していない 19 2 件の内、「検討し 

たが合意形成に至らなかった」マンションが 7 1 件（4 4 .4 ％）、「検討していな 

い」マンションが 8 3 件（5 1.9 ％）である。 

（参考資料） 

旧耐震で「耐震診断を実施していない」

マンショ ンは、令和 2 年度調査：麻布地

区（6 9 .5 ％）、平成 2 7 年度調査：芝浦

港南地区（8 3 .3 ％）、平成 12 年度調

査：麻布・赤坂地区（8 6 .2 ％）が最も 多

い。 
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57.1%

37.1%

27.1%

52.9%

30.9%

13.2%

2.9%

37.1%

33.1%

20.8%

19.7%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

工事費用がない

調査費用がない

資産価値が下がる可能性がある

合意形成が難しい

相談する専門家不足

R2 検討したが合意形成に至らず

R2 検討していない

H27 旧耐震

15.4%

12.5%

84.6%

80.2% 7.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和2年 旧耐震

平成27年 旧耐震

ある

ない

わからない

 

・ 耐震化の状況④ 

耐震診断調査を実施しない理由 

（※グラフは H2 7 旧耐震と 

令和 2 との同項目での比較） 

 

 

 

 

・ 耐震化の状況⑤ 

耐震改修工事実施の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問24　耐震診断調査なし

旧新耐震別

の理由 全

体

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

建

物

が

新

し

い

か

ら

検

討

中

で

今

後

実

施

予

定

相

談

す

る

専

門

家

が

わ

か

ら

な

い

問

題

発

生

す

る

と

資

産

価

値

低

下

す

る

区

分

所

有

者

の

合

意

が

得

ら

れ

な

い

調

査

費

用

が

な

い

調

査

実

施

後

、
工

事

費

用

が

な

い

法

的

な

義

務

が

な

い

そ

の

他

無

回

答

者

全体 687 654 862 334 50 12 48 53 96 96 91 82 33

- 100.0% - 51.1% 7.6% 1.8% 7.3% 8.1% 14.7% 14.7% 13.9% 12.5% -

旧耐震 189 178 305 2 29 8 37 35 59 66 24 45 11

- 100.0% - 1.1% 16.3% 4.5% 20.8% 19.7% 33.1% 37.1% 13.5% 25.3% -

新耐震 468 447 519 319 18 4 8 16 32 25 65 32 21

- 100.0% - 71.4% 4.0% 0.9% 1.8% 3.6% 7.2% 5.6% 14.5% 7.2% -

無回答者 30 29 38 13 3 0 3 2 5 5 2 5 1

- 100.0% - 44.8% 10.3% 0.0% 10.3% 6.9% 17.2% 17.2% 6.9% 17.2% -

平成２７年 

N=894 のう ち 687 
n=654 

問25　耐震改修工事実施

旧新耐震別

の有無 全

体

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

者

全体 936 898 898 52 789 57 38
- 100.0% - 5.8% 87.9% 6.3% -

旧耐震 365 353 353 44 283 26 12
- 100.0% - 12.5% 80.2% 7.4% -

新耐震 528 508 508 4 479 25 20
- 100.0% - 0.8% 94.3% 4.9% -

無回答者 43 37 37 4 27 6 6
- 100.0% - 10.8% 73.0% 16.2% -

令和 2 年 平成 2 7 年 

N=894 のう ち 347 

n=312 

問30

合

計

有

効
回

答

実

施
し

た

実

施
し

て

い

な
い

無

効
回

答

無

回
答

旧耐震 347 312 48 264 0 35
- 100.0% 15.4% 84.6% - -

N=936 n=898 

・平成 2 7 年度調査では旧耐震マンションの耐震診断調査を実施しない理由と 

して「工事費用がない」が 6 6 件（3 7 .1％）、次いで「調査費用がない」が 5 9  

件（3 3 .1％）。また、「相談する専門家がわからない」は 8 件（4 .5 ％）である。 

・調査・工事費用の不足を理由に耐震診断調査を断念するマンションは増加し 

ている。 

・令和 2 年度調査では耐震改修工事を「実施したことがある」マンショ ンは 4 8  

件（15 .4 ％）、「実施していない」マンションは 2 6 4 件（8 4 .6 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では旧耐震マンションで耐震改修工事を「実施したことが 

ある」マンションは 4 4 件（12 .5 ％）、「実施していない」マンションは 2 8 3 件 

（8 0 .2 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて 4 件増である。耐震改修工事の実施件数 

は少ないが着実に進んでいる。 



                                                           

2 0 9  

 

・ 耐震化の状況⑥ 

耐震工事の検討について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 耐震化の状況⑦ 

耐震工事を実施しない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問31

合
計

有
効

回

答

検
討

し

た

が

合
意

形
成

に

至

ら

ず

検
討

し

て

い

な
い

そ
の

他

無
効

回

答

無
回

答

旧耐震 264 203 62 141 30 0 31

- 100.0% 26.6% 60.5% 12.9% - -

令和 2 年 

N=894 のう ち 264 

n=203 

73.3%

18.3%

13.3%

8.3%

3.3%

13.3%

61.8%

35.5%

14.5%

7.3%

13.6%

5.5%

0.9%

1.8%

17.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

工事費用がない

改修の関心度が低い

合意形成が難しい

高齢化で関心度が低い

賃貸で関心度が低い

取りまとめる人がいない

実施方法がわからない

相談できる専門家不足

その他

検討したが合意形成に至らず

検討していない

問31-1.2

合
計

有
効

回

答
者

有
効

回

答
数

工
事

費

用
が

な
い

改
修

の

関
心

度
が

低
い

高
齢

化

で
関

心
度

が
低

い

賃
貸

で

関
心

度
が

低
い

取
り

ま

と
め

る
人

が
い

な

い

実
施

方

法
が

わ
か

ら
な

い

合
意

形

成
が

難
し

い 相
談

で

き
る

専
門

家
不

足

そ
の

他

無
回

答

者

検討したが合意 62 60 78 44 11 8 5 - 2 - - 8 2

形成に至らず - 100.0% - 73.3% 18.3% 13.3% 8.3% - 3.3% - - 13.3% -

検討していない 141 110 174 68 39 8 15 6 1 16 2 19 31

- 100.0% - 61.8% 35.5% 7.3% 13.6% 5.5% 0.9% 14.5% 1.8% 17.3% -

令和 2 年 

N=894 のう ち 203 

n=170 

・令和 2 年度調査では耐震工事を実施しない理由として「工事費用が 

ない」が、「検討したが合意形成に至らなかった」・「検討していない」 

マンションともに最も多い。 

（※令和 2 年度管理組合アンケートのみの設問） 

・令和 2 年度調査では耐震工事を実施していない 2 6 4 件の内、「検 

討したが合意形成に至らなかった」マンションが 6 2 件（2 6 .6 ％）、 

「検討していない」マンションが 14 1 件（6 0 .5 ％）である。 
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73.3%

61.8%

14.5%

38.4%

21.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

工事費用がない

合意形成が難しい

令和2年 検討したが合意形成に至らず

令和2年 検討していない

平成27年 旧耐震

 

 

・ 耐震化の状況⑧ 

耐震工事を実施しない理由 

（※グラフは平成 2 7 年旧耐震と令和 2 年との 

同項目での比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 分析の視点１ 耐震性の実態の把握における参考意見 

令和 2 年 自由記述、その他欄の記述より抜粋（多数意見・関連性の高い意見） 

 

・「現在の管理会社に建築確認申請書と検査済証が保管されていないため、耐震診断がう けられない」（管・問

2 8 -1） 

 

・「耐震診断、補修に関する助成を充実してほしい。」（居・自由意見） 

 

・「確認申請済証がなかったために、耐震改修工事の助成金が受けられず、結果工事もできなかった。申請手順

を簡略化してほしい。」（管・自由意見） 

 

・「耐震改修工事費用が高額で区分所有者の承諾が得られない。また、工事用の敷地内空地が狭い上に、坂の

土地に建設されており、工事車両が使いにくいなどの理由で耐震改修工事が実施できない」（管・自由意見） 

問26　耐震改修工事なし

旧新耐震別

の理由 全

体

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

建

物

が

新

し

い

か

ら

診

断

の

結

果

、
改

修

の

必

要

な

し

現

在

検

討

中

で

今

後

実

施

予

定

区

分

所

有

者

の

合

意

が

得

ら

れ

な

い

設

計

者

や

工

事

業

者

が

わ

か

ら

な

い

設

計

や

工

事

の

費

用

が

な

い 法

的

な

義

務

が

な

い

そ

の

他

無

回

答

者

全体 789 748 871 333 29 76 76 14 140 100 103 41

- 100.0% - 44.5% 3.9% 10.2% 10.2% 1.9% 18.7% 13.4% 13.8% -

旧耐震 283 271 352 1 23 56 57 11 104 36 64 12

- 100.0% - 0.4% 8.5% 20.7% 21.0% 4.1% 38.4% 13.3% 23.6% -

新耐震 479 451 487 321 6 18 15 2 30 61 34 28

- 100.0% - 71.2% 1.3% 4.0% 3.3% 0.4% 6.7% 13.5% 7.5% -

無回答者 27 26 32 11 0 2 4 1 6 3 5 1

- 100.0% - 42.3% 0.0% 7.7% 15.4% 3.8% 23.1% 11.5% 19.2% -

平成 2 7 年 

N=936 のう ち 789 

n=748 

・平成 2 7 年度調査では旧耐震マンションの耐震工事を実施しない理由 

として「設計や工事の費用がない」が 10 4 件（3 8 .4 ％）で最も多い。 

・耐震改修工事を実施しない理由は、平成 2 7 年、令和 2 年とも「合意形 

成の難しさ」より 「工事費用の不足」が要因となっている。 

管：管理組合アンケート 

居：居住者アンケート 
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9.7%

13.3%

17.2%

15.0%

14.4%

47.2% 13.0% 11.6%

1.3%

4.7% 52.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年 旧耐震

平成27年 旧耐震

現在検討中

今後検討する予定

検討予定なし

検討の必要はあるがしてない

以前に検討したが進んでない

建替・敷津売却決議が成立

建替・敷津売却を検討した

当面は改修工事で対応

 分析の視点 2  ： 建替えの状況把握                     

・ 高経年マンションにおける建替えの検討状況① 

建替えの検討状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

・ 高経年マンションにおける建替えの検討状況② 

建替えの検討状況 

（問 2 7 で耐震診断調査を実施したと回答した 

マンション） 

耐震診断調査実施

全

体

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

建

替

、
敷

地

売

却

決

議

が

成

立

建

替

、
敷

地

売

却

を

過

去

に

検

討

し

た

現

在

検

討

中

今

後

検

討

す

る

予

定

当

面

は

改

修

工

事

で

対

応

検

討

の

必

要

な

し 無

効

回

答

無

回

答

者

実施済合計 141 136 136 2 9 23 23 63 16 1 4
- 100.0% - 1.5% 6.6% 16.9% 16.9% 46.3% 11.8% 0.7% 2.9%

実施→耐震性があると判断 44 41 41 1 2 4 7 23 4 0 3
- 100.0% - 2.4% 4.9% 9.8% 17.1% 56.1% 9.8% - -

実施→耐震性がないと判断 97 95 95 1 7 19 16 40 12 1 1
- 100.0% - 1.1% 7.4% 20.0% 16.8% 42.1% 12.6% - -

問33 建替えの検討

56.1%

9.8%

17.1%

9.8%

4.9%

2.4%

42.1%

20.0%

16.8%

12.6%

7.4%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

当面は改修工事で対応

現在検討中

今後検討する予定

検討の必要なし

建替、敷地売却を過去に検討した

建替、敷地売却決議が成立
実施→耐震性があると判断

実施→耐震性がないと判断

令和 2 年 

N=894 のう ち 141 

n=320 

3 5  

N=936 n=908 

N=894 のう ち 347 

n=320 

問27　建替えの検討

旧新耐震別

全

体

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

当

分

検

討

し

な

い

検

討

の

必

要

は

あ

る

が

し

て

な

い

今

後

検

討

す

る

予

定 現

在

検

討

中

以

前

に

検

討

し

た

が

進

ん

で

な

い

無

回

答

全体 936 906 906 689 56 66 54 41 30

- 100.0% - 76.0% 6.2% 7.3% 6.0% 4.5% -

旧耐震 365 354 354 167 46 53 47 41 11

- 100.0% - 47.2% 13.0% 15.0% 13.3% 11.6% -

新耐震 528 515 515 495 8 9 3 0 13

- 100.0% - 96.1% 1.6% 1.7% 0.6% 0.0% -

無回答者 43 37 37 27 2 4 4 0 6

- 100.0% - 73.0% 5.4% 10.8% 10.8% 0.0% -

平成 2 7 年 令和 2 年 

問33

合

計

有

効

回

答

建

替

、
敷

地

売

却

決

議

が

成

立

建

替

、
敷

地

売

却

を

過

去

に

検

討

し

た 現

在

検

討

中

今

後

検

討

す

る

予

定 当

面

は

改

修

工

事

で

対

応

検

討

の

必

要

な

し

無

効

回

答

無

回

答

旧耐震 347 320 4 15 31 55 169 46 3 24

- 100.0% 1.3% 4.7% 9.7% 17.2% 52.8% 14.4% - -

8 6  

（※令和 2 年度管理組合アンケート問 2 7 ～3 4 は「旧耐震」と回答したマンショ ンのみ回答） 

・平成 2 7 年度調査では旧耐震マンションで建替えについて「当分検討しない」と回答したマンショ ン 

は 16 7 件（4 7 .2 ％）、令和 2 年度調査では「検討の必要なし」と回答したマンションは 4 6 件 

（14 .4 ％）、「当面は改修工事で対応」と回答したマンショ ンは 16 9 件（5 2 .８％）だった。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「今後検討しない」マンションは大幅に減少した。「現在検討中」は 

減少し「今後検討する予定」は増加した。 

・令和 2 年では「当面改修工事で対応する」が半数以上を占め、建替えが難しい状況がう かがえる。 

・令和 2 年度調査で耐震診断調査を実施済のマンション（分析の視 

点１ 耐震化の状況① 問 2 7 ( P .2 0 6 ) ）は 14 1 件で、耐震性がない

と判断されたものは 9 7 件、そのう ち 3 5 件（3 6 .8 ％）が建替えにつ

いて「現在検討中」・「今後検討する予定」と回答している。 

・耐震性が「ある」マンションは「改修工事で対応」、耐震性が「ない」マ 

ンションは「現在検討中」が多く、このマンションに対し支援が必要 

である。 
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・ 分析の視点２ 建替えの状況把握における参考意見 

令和 2 年 自由記述、その他欄の記述より抜粋（多数意見・関連性の高い意見） 

 

・「容積率の制限により 建替え費用が捻出できず、建替えが進まない。行政サービスによる建替えの円滑化を希望しま 

す」（管・自由意見） 

 

・「一部の区分所有者による建替え検討妨害行為が横行。行政による積極的介入に期待」（居・自由意見） 

 

・「建替えをスムーズにできる融資や助成金などの行政サポートを希望」（居・自由意見） 

 

・「旧耐震のマンション。区の助成制度を利用して耐震診断を行い、耐震工事が必要と診断されたが、大規模修繕工 

事を実施したばかり で、区分所有者より 追加徴収することは難しかったため、建替えの意見が出て、その後、建替え 

が決定。単独建替えか、近隣地を含むかの議論の中、区道がネックとなり 、区との協議の結果、「まちづくり 条例」の 

活用を提案される。以後、コンサルタントの助成制度を導入。現在は、地区まちづくり ルールの認定を受け、デベロッ 

パーを中心に事業を推進中です。」（管・自由意見） 

 

参考資料 

令和 2 年港区マンションデータベースでは、今後５年間で「新耐震」で「築後 4 0 年を超える」マンションは 15 0 件 

（港区分譲マンションの 9 .4 ％） 

管：管理組合アンケート 

居：居住者アンケート 
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 分析の視点 3  ： 防災活動の状況把握                    

・ 防災対策の取組の状況① 

防災組織の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 防災対策の取組の状況② 

防災マニュアルの有無 

 

 

11.1%

12.7%

88.9%

87.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

N=894 n=844 

問35

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 844 94 750 0 50

- 100.0% 11.1% 88.9% - -

令和 2 年 

問29

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

回

答

全体 936 903 115 788 33

- 100.0% 12.7% 87.3% -

平成 2 7 年 

N=936 n=903 

21.1%

16.9%

78.9%

83.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

N=894 n=824 

N=936 n=884 

問36

合

計

有

効

回

答

作

成

・

周

知

し

て

い

る

作

成

し

て

い

る

が

周

知

し

て

い

な

い

作

成

し

て

い

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 824 107 67 650 1 69

- 100.0% 13.0% 8.1% 78.9% - -

令和 2 年 
問30

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

回

答

全体 936 884 149 735 52

- 100.0% 16.9% 83.1% -

平成 2 7 年 

・令和 2 年度調査では「防災組織がある」マンショ ンは 9 4 件（11.1％）、「防災組 

織がない」マンションは 7 5 0 件（8 8 .9 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「防災組織がある」マンションは 115 件（12 .7 ％）、「防 

災組織がない」マンションは 7 8 8 件（8 7 .3 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて防災組織の設置件数は減少している。 

・令和 2 年度調査では「防災マニュアルがある（周知している・していない）」マン 

ションは 17 4 件（2 1.1％）、「防災マニュアルがない」マンションは 6 5 0 件 

（7 8 .9 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「防災マニュアルがある」マンションは 14 9 件 

（16 .9 ％）、「防災マニュアルがない」マンションは 7 3 5 件（8 3 .1％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて防災マニュアルの作成件数は増加している。 

・防災マニュアルの作成件数は増加しているため、防災アドバイザー派遣制度が 

う まく活用されているといえる。ただ、まだ８割近くのマンションでは防災マニュ 

アルは作成されておらず、それらのマンション管理組合に対し今後も継続的な 

支援が必要である。 
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・ 防災対策の取組の状況③ 

防災訓練の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 防災対策の取組の状況④ 

高層マンションにおける防災組織の有無  【6 階建て以上かつ 2 0 戸以上のマンション】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問38

合

計

有

効

回

答

実

施

し

て

い

る

実

施

し

て

い

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 830 208 622 0 64

- 100.0% 25.1% 74.9% - -

N=894 n=830 

N=936 n=916 

25.1%

30.2%

74.9%

69.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

実施している

実施していない

令和 2 年 

問32

合

計

有

効

回

答

一

年

間

に

数

回

一

年

間

に

1

回

数

年

に

1

回

実

施

し

て

い

な

い

無

回

答

全体 936 916 25 158 94 639 20
- 100.0% 2.7% 17.2% 10.3% 69.8% -

平成 2 7 年 

N=936 のう ち 586 

n=563 

15.4%

17.1%

84.6%

82.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年 6階建て以上かつ20戸以上

平成27年 6階建て以上かつ20戸以上

ある

ない

問35

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

効

回

答

無

回

答

6階建て以上 564 544 84 460 0 20
かつ20戸以上 - 100.0% 15.4% 84.6% - -

令和 2 年 

問29

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

回

答

6階建て以上 586 563 96 467 23
かつ20戸以上 - 100.0% 17.1% 82.9% -

平成 2 7 年 

・令和 2 年度調査では「防災訓練を実施している」マンションは 2 0 8 件（2 5 .1％）、 

「防災訓練を実施していない」マンションは 6 2 2 件（7 4 .9 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「防災訓練を実施している（一年に数回、1 回、数年に 1 

回）」マンションは 2 7 7 件（3 0 .2 ％）、「防災訓練を実施していない」マンションは 

6 3 9 件（6 9 .8 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて新型コロナウイルス感染拡大の影響により 参 

集が難しくなり、防災訓練実施件数は減少している。 

・防災対策の取組の状況②の「防災マニュアルを作成している」割合は増加してい 

る（平成 2 7 年 16 .9 % 、令和 2 年 2 1.1％）が、実際の防災訓練の実施に繋がっ 

ていない。コミ ュニティ形成の不足や防災意識の欠如が要因と考えられる。 

※6 階建て以上かつ 2 0 戸以上のマンションは令和 2 年度調査では 8 9 4 件のう ち 5 6 4 件、平成 2 7 年度調査では 9 3 6 件 

のう ち 5 8 6 件である。 

・令和 2 年度調査では「防災組織がある」マンションは 8 4 件（15 .4 ％）、「防災組織がない」マンションは 4 6 0 件（8 4 .6 ％）で 

ある。 

・平成 2 7 年度調査では「防災組織がある」マンションは 9 6 件（17 .1％）、「防災組織がない」マンションは 4 6 7 件（8 2 .9 ％）で 

ある。 

・「防災対策の取組の状況①」の全マンションの防災組織がある割合（平成 2 7 年 12 .7 % 、令和 2 年 11.1％）と比べ、高層マン 

ションの防災組織がある割合（平成 2 7 年 17 .1% 、令和 2 年 15 .4 ％）は多い。 
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・ 防災対策の取組の状況⑤ 

高層マンションにおける防災マニュアルの有無  【6 階建て以上かつ 2 0 戸以上のマンション】  

 

 

 

 

 

・ 防災対策の取組の状況⑥ 

高層マンションにおける防災訓練の実施状況  【6 階建て以上かつ 2 0 戸以上のマンション】 

 

 

 

問30

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

回

答

6階建て以上 586 553 108 445 33
かつ20戸以上 - 100.0% 19.5% 80.5% -

問36

合

計

有

効

回

答

作

成

・

周

知

し

て

い

る

作

成

し

て

い

る

が

周

知

し

て

い

な

い

作

成

し

て

い

な

い

無

効

回

答

無

回

答

6階建て以上 564 530 73 56 401 1 33
かつ20戸以上 - 100.0% 13.8% 10.6% 75.7% - -

令和 2 年 平成 2 7 年 

N=894 のう ち 564 

n=530 

N=936 のう ち 586 

n=553 

24.3%

19.5%

75.7%

80.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年 6階建て以上かつ20戸以上

平成27年 6階建て以上かつ20戸以上

ある

ない

問32

合

計

有

効

回

答

一

年

間

に

数

回

一

年

間

に

1

回

数

年

に

1

回

実

施

し

て

い

な

い

無

回

答

6階建て以上 586 573 20 122 63 368 13
かつ20戸以上 - 100.0% 3.5% 21.3% 11.0% 64.2% -

問38

合

計

有

効

回

答

実

施

し

て

い

る

実

施

し

て

い

な

い

無

効

回

答

無

回

答

6階建て以上 564 527 162 365 0 37
かつ20戸以上 - 100.0% 30.7% 69.3% - -

令和 2 年 平成 2 7 年 

N=894 のう ち 564 

n=527 

N=936 のう ち 586 

n=573 

30.7%

35.8%

69.3%

64.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%100%

令和2年 6階建て以上かつ20戸以上

平成27年 6階建て以上かつ20戸以上

実施している

実施していない

・6 階建て以上かつ 2 0 戸以上のマンションにおいて、令和 2 年度調査では「防災マニュアルがある（周知している・していない）」 

マンションは 12 9 件（2 4 .３％）、「防災マニュアルがない」マンションは 4 0 1 件（7 5 .7 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査で「防災マニュアルがある」マンションは 10 8 件( 19 .5 ％) 、「防災マニュアルがない」マンションは 4 4 5 件 

( 8 0 .5 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて防災マニュアルの作成件数は増加している。 

・防災対策の取組の状況④の高層マンションにおける「防災組織がある」割合は減少している（平成 2 7 年 17 .1% 、令和 2 年 

15 .4 ％）が、「防災マニュアルがある」割合は増加している。高層マンションの場合、東日本大震災や台風をはじめとした自然災 

害の激甚化により 、防災マニュアルを整備が進んだとことが要因と考えられる。 

・６階建て以上かつ２０戸以上のマンションにおいて、令和２年度調査では「防災訓練を実施している」マンションは 16 2 件 

（3 0 .7 ％）、「防災訓練を実施していない」マンションは 3 6 5 件（6 9 .3 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「防災訓練を実施している（一年に数回、1 回、数年に 1 回）」と回答したマンションは 2 0 5 件（3 5 .8 ％）、 

「防災訓練を実施していない」マンションは 3 6 8 件（6 4 .2 ％）である。 

・「防災対策の取組の状況③」の全マンションの防災訓練の実施状況率（Ｈ2 7  3 0 .2 ％、R 2  2 5 .1％）と比べ、高層マンション 

では防災訓練の実施率（Ｈ2 7  3 5 .8 ％、R 2  3 0 .7 ％）は比較的高い。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて新型コロナウイルス感染拡大の影響等の理由により 参集が難しくなり 、防災訓練の実施率は 

低下傾向である。今後は防災訓練実施率向上に繋がる支援が求められる。 

10.5% 
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・ 防災対策の取組の状況⑦ 

災害備蓄品の有無 

 

 

 

 

 

・ 防災対策の取組の状況⑧ 

地震時管制運転装置の有無 

 

N=894 n=832 

N=936 n=903 

30.9%

26.5%

63.3%

68.8%

5.8%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

わからない

問39

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 832 257 527 48 3 59

- 100.0% 30.9% 63.3% 5.8% - -

令和 2 年 

問33

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

全体 936 903 239 621 43 33
- 100.0% 26.5% 68.8% 4.8% -

平成 2 7 年 

問34

合

計

有

効

回
答

あ

る

な

い

わ

か

ら
な

い

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

が

な

い

無

回

答

全体 936 880 456 248 119 57 56
- 100.0% 51.8% 28.2% 13.5% 6.5% -

平成 2 7 年 

N=894 n=841 

N=936 n=880 

58.5%

51.8%

21.5%

28.2%

15.2%

13.5%

4.8%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

わからない

エレベーターがない

問40
合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

が

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 841 492 181 128 40 0 53
- 100.0% 58.5% 21.5% 15.2% 4.8% - -

令和 2 年 

・令和 2 年度調査では「災害備蓄品がある」マンションは 2 5 7 件（3 0 .9 ％）、「災害備蓄品がない」 

マンションは 5 2 7 件（6 3 .3 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「災害備蓄品がある」マンションは 2 3 9 件（2 6 .5 ％）、「災害備蓄品がな 

い」マンションは 6 2 1 件（6 8 .8 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「災害備蓄品」の設置件数は増加している。 

・それぞれの家庭で災害備蓄の意識が高まっていると考えられる。 

・令和 2 年度調査ではエレベーターに「地震時管制運転装置がある」マンションは 4 9 2 件 

（5 8 .5 ％）、「地震時管制運転装置がない」マンションは 18 1 件（2 1.5 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「地震時管制運転装置がある」マンションは 4 5 6 件（5 1.8 ％）、 

「地震時管制運転装置がない」マンションは 2 4 8 件（2 8 .2 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「地震時管制運転装置」の設置件数は増加している。 

・平成 2 1 年に建築基準法が改正され、当装置の設置が義務化されたことも要因ではある 

が、「エレベーター安全装置等設置助成」の施策の効果が出ているといえる。 
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・ 防災対策の取組の状況⑨ 

戸開走行保護装置の有無 

 

 

 

 

 

 

・ 防災対策の取組の状況⑩ 

エレベーター内における非常用備蓄 

キャビネット（エレベーターチェアー等） 

の有無 

 

 

 

 

 

N=894 n=842 

N=936 n=878 

42.4%

32.1%

31.7%

38.5%

21.3%

23.2%

4.6%

6.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

わからない

エレベーターがない

問41

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

が

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 842 357 267 179 39 0 52

- 100.0% 42.4% 31.7% 21.3% 4.6% - -

令和 2 年 

問35

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

が

な

い

無

回

答

全体 936 876 281 337 203 55 60
- 100.0% 32.1% 38.5% 23.2% 6.3% -

平成 2 7 年 

N=894 n=847 

N=936 n=902 

10.3%

5.1%

84.8%

88.7%

5.0%

6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

エレベーターがない

問42

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

が

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 847 87 718 42 0 47
- 100.0% 10.3% 84.8% 5.0% - -

令和 2 年 

問36

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

エ

レ

ベ
ー

タ
ー

が

な

い

無

回

答

全体 936 902 46 800 56 34
- 100.0% 5.1% 88.7% 6.2% -

平成 2 7 年 

・令和 2 年度調査ではエレベーターに「戸開走行保護装置がある」マンションは 3 5 7 件 

（4 2 .4 ％）、「戸開走行保護装置がない」マンションは 2 6 7 件（3 1.7 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「戸開走行保護装置がある」マンションは 2 8 1 件（3 2 .1％）、「戸開 

走行保護装置がない」マンションは 3 3 7 件（3 8 .5 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「戸開走行保護装置」の設置件数は増加している。 

・平成 2 1 年に建築基準法が改正され、当装置の設置が義務化されたことも要因ではある 

が、「エレベーター安全装置等設置助成」の施策の効果が出ているといえる。 

・令和 2 年度調査ではエレベーター内に「非常用備蓄キャビネットがある」マン 

ションは8 7 件（10 .3 ％）、「非常用備蓄キャビネットがない」マンションは7 18  

件（8 4 .8 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では「非常用備蓄キャビネットがある」マンショ ンは 4 6 件 

（5 .1％）、「非常用備蓄キャビネットがない」マンションは 8 0 0 件（8 8 .7 ％）で 

ある。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「非常用キャビネット」の設置件数は増加 

している。 

・エレベーターの閉じ込め対策として、管理組合の意識が高まってきている。 
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・ 防災対策の取組の状況⑪ 

防災対策の状況（家具の固定） 

【居住者アンケート】 

 

 

 

 

 

・ 分析の視点３ 防災活動の状況把握における参考意見 

令和２年 自由記述、その他欄の記述より抜粋（多数意見・関連性の高い意見） 

 

・「防災組織の設立は投資型マンションでは難しい。制度の改善を望む」（管・自由意見） 

 

・「災害備蓄品の充実を要望」（居・自由意見） 

 

・「高層マンションの防災、防災組織の結成についても区に大変お世話になり ました」（管・自由意見） 

 

・「家具転倒防止器具助成の上限金額と回数を上げてほしい」（居・自由意見） 

平成 2 7 年 

N=1179 n=1164 

N=1510 n=1444 

（居）問16

合

計

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

家

具

の

固

定

家

具

の

配

置

の

工

夫 家

具

を

置

か

な

い

よ

う

に

す

る

家

具

が

収

納

式

又

は

据

え

付

け

そ

の

他

対

策

無

回

答

対

策

し

て

い

な

い

無

効

・

無

回

答

全体 1179 1164 1440 385 370 219 156 23 5 282 15

- 100.0% - 33.1% 31.8% 18.8% 13.4% 2.0% 0.4% 24.2% -

対策している

  

（居）問16

合

計

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

家

具

の

固

定

ガ

ラ

ス

に

飛

散

防

止

フ

ィ
ル

ム

貼

付

家

族

の

連

絡

先

リ

ス

ト

そ

の

他

対

策

無

回

答

対

策

し

て

い

な

い

無

回

答

全体 1510 1444 1762 621 171 350 48 12 560 66
- 100.0% - 43.0% 11.8% 24.2% 3.3% 0.8% 38.8% -

対策している

  

33.1%

24.2%

43.0%

38.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家具の固定

対策していない

令和2年

平成27年

令和 2 年 

・居住者アンケートにおいて、令和 2 年度調査では防災対策への取組について「家具を固定している」と回答した人は 3 8 5  

件（3 3 .1％）、「対策をしていない」と回答した人は 2 8 2 件（2 4 .2 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では防災対策への取組について「家具を固定している」と回答した人は 6 2 1 件（4 3 .0 ％）、「対策をして 

いない」と回答した人は 5 6 0 件（3 8 .8 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「防災対策をしていない」割合は大幅に減少している。 

・家具転倒防止器具等助成は、令和２年までに２万件以上の利用があり、効果が出ていると思われる。平成２７年から令和２ 

年にかけて「家具の固定」の申請数は減少しているが、地震や台風の災害に備え、今後も支援が必要な施策である。 

管：管理組合アンケート 

居：居住者アンケート 
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 分析の視点 4  ： 適正管理の状況把握                    
管理不全を予防する 

７項目① 

 ・管理組合の状況 

管理組合の有無 

 

 

 

 

 

管理不全を予防する 

７項目② 

・ 総会の状況 

総会の開催状況 

 

 

・令和 2 年度調査では管理組合が「ある」マンションは 8 7 0 件（9 8 .3 ％）、管理組合が「ない」マンショ ンは 15 件 

（1.7 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では管理組合が「ある（法人登記済・未登記）」マンショ ンは 8 8 2 件（9 5 .8 ％）、管理組合が 

「ない」マンションは 3 9 件（4 .2 ％）である。 

・管理組合は、区分所有法上当然に形成されるため、今回の調査で「ない」と回答したマンションは、「管理組合と 

いう 認識がない」という ことかと思われる。平成２７年から令和２年にかけて、これらのマンションは管理アドバイ 

ザー派遣制度などを活用し、「総会を開催する」「規約を作成する」などの改善を行う ことにより「管理組合という  

認識がある」と変化したと考えられる。 

N=894 n=885 

N=936 n=921 

98.3%

95.8%

1.7%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

問5-1
合

計

有

効
回

答

あ

る

な

い

無

効
回

答

無

回
答

全体 894 885 870 15 0 9

- 100.0% 98.3% 1.7% - -

令和 2 年 

問2

合

計

有

効

回

答

組

合

あ

り

法

人

未

登

記

組

合

あ

り

法

人

登

記

済

組

合

な

し

無

回

答

全体 936 921 841 41 39 15
- 100.0% 91.3% 4.5% 4.2% -

平成 2 7 年 

（参考資料）  

・「管理組合のない」マンションは、令和 2 年度、平成 2 7 年度調査ともに 1～2 0 戸の小規模マンションで多い。 

・「管理組合のある」マンションの６割は、定住意向がある。 

・令和 2 年度調査では総会を「開催している」マンションは 8 6 2 件（9 8 .6 ％）、総会を「ほとんど開催していない」 

マンションは 12 件（1.4 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では総会を「開催している」マンションは 8 6 6 件（9 8 .5 ％）、総会を「ほとんど開催していな 

い・開催したことがない」マンションは 13 件（1.5 ％）である。 

・ほとんどのマンションで、総会は開催されている。 

・総会を開催されていないマンションは 12 件しかなく、港区では深刻な管理不全のマンショ ンは数えられるほどし 

か存在しないことがわかる。 

N=936 のう ち 882 

n=879 

N=894 n=874 

問5-3

合

計

有

効

回

答

一

年

間

に

数

回

ほ

と

ん

ど

開

催

し

て

い

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 874 862 12 0 20

- 100.0% 98.6% 1.4% - -

令和 2 年 

98.6%

98.5%

1.4%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

開催している

開催していない

問3

合

計

有

効

回

答

一

年

間

に

数

回

一

年

間

に

1

回

ほ

と

ん

ど

開

催

し

な

い

開

催

し

た

こ

と

が

な

い

無

回

答

全体 882 879 166 700 7 6 3
- 100.0% 18.9% 79.6% 0.8% 0.7% -

平成 2 7 年 

（参考資料）  

・総会を「ほとんど開催していない」マンションのう ち戸数規模の回答があったマンションの 6 0 .0 ％が 2 0 戸以下 

の小規模マンションである。 

・総会を「ほとんど開催していない」マンションのう ち 4 1.7 ％が麻布地区にある。 
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管理不全を予防する 

７項目③ 

・ 理事会の状況 

理事会の開催状況 

 

 

 

 

 

管理不全を予防する 

７項目④ 

・ 管理規約の状況 

管理規約の有無 

 

 

・令和 2 年度調査では理事会を「開催している」マンションは 7 3 4 件（8 6 .7 ％）、理事会を「ほとんど開催していな 

い」マンショ ンは 113 件（13 .3 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では理事会を「開催している」マンションは 7 7 2 件（9 0 .1％）、理事会を「ほとんど開催してい 

ない・開催したことがない」マンショ ンは 8 5 件（9 .9 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて理事会の開催状況率は低下した。新型コロナウイルス感染拡大、マンショ ン管 

理への無関心、管理会社への依存などが要因として考えられる。 

・他のマンションの取組や理事会運営方法などを知ることにより 、管理組合の円滑な運営が期待されるため、マ 

ンショ ン管理組合間の横のつながり などコミ ュニティ形成を強化し、問題意識を高めることが重要と考えられる。 

N=936 のう ち 882 

n=857 

N=894 n=874 

令和 2 年 平成 2 7 年 

86.7%

90.1%

13.3%

9.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

開催している

開催していない

問5-6

合

計

有

効

回

答

一

年

間

に

数

回

ほ

と

ん

ど

開

催

し

て

い

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 847 734 113 0 47

- 100.0% 86.7% 13.3% - -

問4

合

計

有

効

回

答

一

ヶ
月

に

1

回

一

年

間

に

数

回

一

年

間

に

1

回

ほ

と

ん

ど

開

催

し

た

こ

と

が

な

い

無

回

答

全体 882 857 228 431 113 85 25
- 100.0% 26.6% 50.3% 13.2% 9.9% -

（参考資料）  

・理事会をほとんど開催していないと回答したマンションは、麻布地区が一番多く、次いで芝地区となっている。 

・理事会をほとんど開催していないと回答したマンションは、1～2 0 戸のマンションが一番多く、比較的戸数が少 

ないマンションにおいて理事会が開かれていない傾向がある。 

・令和 2 年度調査では管理規約が「ある」マンションは 8 6 7 件（9 8 .6 ％）、管理規約が「ない」マンショ ンは 12 件 

（1.4 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では管理規約が「ある」マンションは 8 7 9 件（9 5 .1％）、管理規約が「ない」マンションは 4 5  

件（4 .9 ％）である。 

・ほとんどのマンションで、管理規約がある。 

・管理規約のないマンションは 12 件しかなく、港区では深刻な管理不全のマンショ ンは数えられるほどしか存在 

しないことがわかる。 

N=894 n=867 

N=936 n=924 

98.6%

95.1%

1.4%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

（参考資料）  

・管理規約がないと回答したマンショ ンのう ち、「19 7 1 年以前竣工のマンショ ン」は４割を占めており最も多い。 

・管理規約がないと回答したマンショ ンのう ち、「1～2 0 戸のマンション」が 6 件と最も多い。 

問6-1

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

効

回

答

無

回

答

全体 894 879 867 12 0 15

- 100.0% 98.6% 1.4% - -

問5

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

無

回

答

全体 936 924 879 45 12
- 100.0% 95.1% 4.9% -

令和 2 年 平成 2 7 年 
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管理不全を予防する 

７項目⑤ 

・ 管理費の状況 

管理費の有無 

 

 

 

 

管理不全を予防する 

７項目⑥ 

・ 修繕積立金の状況 

修繕積立金の有無 

 

 

 

・令和 2 年度調査では管理費が「ある」マンションは 8 6 0 件（9 9 .2 ％）、管理費がないマンションは 7 件 

（0 .8 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では管理費が「ある（1 万円未満～5 万円以上）」マンショ ンは 8 13 件（9 9 .8 ％）、管理費 

が「ない」マンションは 2 件（0 .2 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて、「管理費のない」マンショ ンは 2 件から 7 件に増加しているが、増加分の 

マンションは平成 2 7 年の調査では無回答だったため実質変化はない。管理費のないマンションはほぼない 

といえる。 

N=894 n=867 

N=936 n=815 

令和 2 年 平成 2 7 年 

99.2%

99.8%

0.8%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

問7-1

合

計

有

効

回

答

有 無 無

効

回

答

無

回

答

全体 894 867 860 7 0 27
- 100.0% 99.2% 0.8% - -

問7

合

計

有

効

回

答

な

し

1

万

円

未

満

1

万

円

台

2

万

円

台

3

万

円

台

4

万

円

台

5

万

円

以

上

無

回

答

全体 936 815 2 157 379 137 48 26 66 121
- 100.0% 0.2% 19.3% 46.5% 16.8% 5.9% 3.2% 8.1% -

（参考資料）  

・令和 2 年度調査では 1 ヶ月の管理費が 1 万円未満と回答したマンションは 13 7 件だった。 

・1 ヶ月の管理費が 1 万円未満と回答したマンショ ンのう ち、「2 0 0 2 ～2 0 11 年竣工マンション」（3 3 .3 ％）が最も多い。 

・1 ヶ月の管理費が 1 万円未満で、戸数規模を回答したマンショ ンのう ち、「４１～６０戸」（２５．６％）が最も多い。 

・1 ヶ月の管理費が 1 万円未満と回答したマンショ ンのう ち、「麻布地区」（3 1.4 ％）が最も多い。次いで「芝地区」（3 0 .7 ％）が多い。 

・1 か月の管理費が 3 万円以上のマンションは定住意向が最も高い（7 6 .1％）。 

・令和 2 年度調査では修繕積立金が「ある」マンションは 8 3 7 件（9 8 .4 ％）、修繕積立金が「ない」マンション 

は 14 件（1.6 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では修繕積立金が「ある（1 万円未満～5 万円以上）」マンショ ンは 7 7 5 件（9 9 .1％）、修 

繕積立金が「ない」マンショ ンは 6 件（0 .8 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて、「修繕積立金のない」マンショ ンは 6 件から 14 件に増加しているが、平 

成 2 7 年では無回答であったマンションが令和 2 年では「なし」と回答したことが要因である。 

・令和 2 年度調査で「ない」と答えた 14 件のう ち 9 件は 2 0 戸以下の小規模マンションである。 

・令和 2 年度調査で「ない」と答えたマンションのほとんどは管理費が高額であり、管理費で修繕を実施してい 

ることが予想されるため、適正な管理への支援が必要といえる。 

N=894 n=851 

N=936 n=781 

令和 2 年 平成 2 7 年 

問7-4

合

計

有

効

回

答

有 無 無

効

回

答

無

回

答

全体 894 851 837 14 0 43

- 100.0% 98.4% 1.6% - -

問16
合
計

有
効

回
答

な
し

1
万

円
未
満

1
万

円
台

2
万

円
台

3
万

円
台

4
万

円
台

5
万

円
以
上

無
回

答

全体 936 781 6 372 312 55 23 2 11 155
- 100.0% 0.8% 47.6% 39.9% 7.0% 2.9% 0.3% 1.4% -

98.4%

99.2%

1.6%

0.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

（参考資料）  

・１ケ月の修繕積立金が一万円未満、一万円台としたマンションは「10 ～14 階建て」が比較的多い。 

・１ケ月の修繕積立金が五万円以上と回答したマンションは「4 ・5 階建て」、「6 ・7 階建て」が比較的多い。 

・1 か月の修繕積立金が 3 万円以上のマンションは定住意向が最も高い（7 6 .1％）。 
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67.7% 32.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

見直したことあり 見直す予定あり・なし

 

管理不全を予防する 

７項目⑦ 

・ 長期修繕計画の状況 

長期修繕計画の有無 

 

 

 

管理不全を予防する 

７項目⑧ 

・ 長期修繕計画の状況 

長期修繕計画見直しの有無  

（平成２７年以前に竣工 

されたマンションを対象） 

 

N=894 n=848 

N=936 n=902 

問19

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

全体 936 902 706 153 43 34
- 100.0% 78.3% 17.0% 4.8% -

問21

合
計

有
効

回

答

あ
る

な
い

作
成

中

無
効

回

答

無
回

答

全体 894 848 686 122 40 2 44

- 100.0% 80.9% 14.4% 4.7% - -

令和 2 年 平成 2 7 年 

80.9%

78.3%

14.4%

17.0%

4.7%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

わからない・作成中

N=894 のう ち 621 

n=582 

令和 2 年 

問22

合

計

有

効

回

答

見

直

し

た

こ

と

あ

り 見

直

す

予

定

あ

り

見

直

す

予

定

は

な

い 無

効

回

答

無

回

答

平成27年以前 621 582 394 80 108 7 32

竣工マンション - 100.0% 67.7% 13.7% 18.6% - -

・令和 2 年度調査では長期修繕計画が「ある」マンションは 6 8 6 件（8 0 .9 ％）、長期修繕計画が 

「ない」マンションは 12 2 件（14 .4 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では長期修繕計画が「ある」マンショ ンは 7 0 6 件（7 8 .3 ％）、長期修繕計画 

が「ない」マンショ ンは 15 3 件（17 .0 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて長期修繕計画を作成しているマンショ ンは増加している。 

・長期修繕計画のないマンションは 2 割に満たないが、修繕工事を進めるために作成支援が必 

要である。 

・令和 2 年度調査では 長期修繕計画を見直すことが望ましい「竣工後 5 年を経過している」平 

成 2 7 年以前に竣工されたマンションが長期修繕計画を「見直したことがある」のは 3 9 4 件 

（6 7 .7 ％）、長期修繕計画を「見直す予定あり」・「見直す予定はない」マンションは 18 8 件 

（3 2 .3 ％）である。 

・国土交通省の「長期修繕計画作成ガイドライン」では 5 年ごとの見直しを推奨されているが、竣 

工後 5 年を経過したマンションのう ち 3 割以上が 5 年ごとの見直しがされていなかった。長期 

修繕計画を適切な時期に見直す必要があることを周知することが将来の管理不全を未然に防 

ぐことに繋がると考えられる。 



                                                         

2 2 3  

 

・ 建物劣化診断の状況 ① 

建物劣化診断調査実施の有無 

 

 

 

 

 

・ 建物劣化診断の状況 ② 

建物劣化診断調査を 

実施しない理由 

 

 

問19

合

計

有

効

回
答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な
い

無

効

回
答

無

回

答

全体 894 840 342 335 163 0 54

- 100.0% 40.7% 39.9% 19.4% - -

問17

合

計

有

効

回

答

あ

る

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

全体 936 912 387 417 108 24
- 100.0% 42.4% 45.7% 11.8% -

N=894 n=840 

N=936 n=912 

令和 2 年 平成 2 7 年 

40.7%

42.4%

39.9%

45.7%

19.4%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和2年

平成27年

ある

ない

わからない

N=894 のう ち 335 

n=302 

N=936 のう ち 417 

n=384 

令和 2 年 平成 2 7 年 

40.7%

16.9%

9.6%

8.6%

26.2%

41.4%

25.0%

15.4%

9.1%

4.9%

14.3%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

建物が新しいから

費用がかかる

近く実施する予定

区分所有者の了解が得られない

問題発見で資産価値低下

その他

令和2年

平成27年

問20

合

計

有

効

回

答

者

有

効

回

答

数

建

物

が

新

し

い

か

ら 近

く

実

施

す

る

予

定 費

用

が

か

か

る

区

分

所

有

者

の

了

解

が

得

ら

れ

な

い

そ

の

他

無

回

答

者

全体 335 302 308 123 29 51 26 79 33

- 100.0% - 40.7% 9.6% 16.9% 8.6% 26.2% -

問18

合

計

有

効
回

答

者

有

効
回

答

数

建

物
が

新

し
い

か

ら 近

く

実
施

す
る

予

定 問

題
発

見

で
資

産

価

値
低

下

費

用
が

か

か
る

区

分
所

有

者
の

了

解

が
得

ら

れ
な

い

そ

の
他

無

回
答

者

全体 417 384 423 159 59 19 96 35 55 33
- 100.0% - 41.4% 15.4% 4.9% 25.0% 9.1% 14.3% -

・令和 2 年度調査では建物劣化診断を「実施している」マンショ ンは 3 4 2 件（4 0 .7 ％）、「実施し 

ていない」マンショ ンは 3 3 5 件（3 9 .9 ％）である。 

・平成 2 7 年度調査では建物劣化診断を「実施している」マンションは 3 8 7 件（4 2 .4 ％）、「実施 

していない」マンショ ンは 4 17 件（4 5 .7 ％）である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「建物劣化診断調査」の実施率は減少した。実施の有無が 

「わからない」と回答したマンションが増加したことが要因である。 

・令和 2 年度調査では建物劣化診断調査を実施が未実施を上回った。「マンション劣化診断調 

査費用助成」の効果が出ていると言える。 

・令和 2 年度調査では建物劣化診断調査を実施しない理由について、「建物が新しいから」が 

12 3 件（4 0 .7 ％）、次いで「費用がかかる」が 5 1 件（16 .9 ％）となっている。 

・平成 2 7 年度調査では建物劣化診断調査を実施しない理由について、「建物が新しいから」が 

15 9 件（4 1.4 ％）、次いで「費用がかかる」が 9 6 件（2 5 .0 ％）となっている。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて建物劣化診断調査を実施しない理由を「費用がかかる」と回 

答したマンションは減少した。 

・「劣化診断調査助成」の施策の効果が出ていると想定されるが、築４０年以上のマンションに対 

し補助額を増額するなど検討し、引き続き支援が必要である。 



                                                         

2 2 4  

 

・ 建物劣化診断の状況 ③ 

建物劣化診断調査を実施しない理由 

（令和 2 年度調査 問 2 0 で「建物が新しい 

から」と回答したマンショ ンの竣工年） 

 

 

 

 

・ 建物の管理に関する状況 ① 

マンションを良好に管理する上での課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 2 年 

0.8%

5.9% 28.0% 65.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1971年以前 1972～1981年 1982～1991年
1992～2001年 2002～2011年 2012～2015年
2016年以降

N=894 のう ち 123 

n=118 

問20

合

計

有

効

回

答

1

9

7

1

年

以

前

1

9

7

2
～

1

9

8

1

年

1

9

8

2
～

1

9

9

1

年

1

9

9

2
～

2

0

0

1

年

2

0

0

2
～

2

0

1

1

年

2

0

1

2
～

2

0

1

5

年

2

0

1

6

年

以

降

無

効

回

答

無

回

答

「建物が新しいから」 123 118 0 1 7 33 77 0 0 0 5
と回答したマンショ ン - 100.0% 0.0% 0.8% 5.9% 28.0% 65.3% 0.0% 0.0% - -

・令和 2 年度調査ではマンションを良好に管理する上での建物の課題として、「管理組合の役員になってくれな 

い」が 2 5 3 件（3 3 .2 ％）、平成 2 7 年度調査では 2 8 9 件（3 4 .2 ％）と多く挙がっている。 

・令和 2 年度調査では「管理について無関心」19 2 件（2 5 .2 ％）、平成 2 7 年度調査では 2 5 8 件（3 0 .6 ％）と 

多く挙がっている。 

・令和 2 年でも「役員のなり手不足」、「管理に無関心」は若干減少しているが、高い割合となっており引き続き 

大きな問題である。 

・平成 2 7 年から令和 2 年にかけて「組合員でない居住者の増加」「管理費・修繕積立金の滞納」は減少してい 

る。「建物や設備の不具合」は平成２７年、令和２年を比較してもほぼ同数の数値であり大きな問題である。 

・マンション管理組合運営相談、管理アドバイザー派遣制度による継続的支援が必要と考える。 

・令和 2 年度調査にて建物劣化診断調査を実施しない理由について、「建物が新しい 

から」と回答した 12 3 件のマンションの竣工年についてみると、2 0 0 2 ～2 0 11 年で一 

番多く 7 7 件（6 5 .3 ％）、次いで 19 9 2 ～2 0 0 1 年で 3 3 件（2 8 .0 ％）となっている。 

・築 10 年を超えても「建物が新しい」と考えているマンションが非常に多い。大規模修 

繕工事の適正な実施を周知することが重要である。 


